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国際会計基準審議会（IASB）は，2014 年に米国会計基準とコンバージェン

スした基準である国際財務報告基準（IFRS）第 15 号「顧客との契約から生じ

る収益」（IFRS 第 15 号）を公表した。この動きを受けて，企業会計基準委員

会（ASBJ）は，企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計基準」（会計基準）

および企業会計基準適用指針第 30 号「収益認識に関する会計基準の適用指針」

（適用指針）（会計基準と適用指針を併せて，新収益認識基準）の作成を開始し，

2018 年 3 月に最終化し公表した。新収益認識基準は，IFRS 第 15 号を基本的

に踏襲した原則的な取扱いと，我が国の実務を配慮した代替的な取扱いの 2 層

で構成されている。原則的な取扱いと IFRS 第 15 号の取扱いは，基本的に整合

するように新収益認識基準は作成されている。他方で，代替的な取扱いは，財

務諸表間の比較可能性を大きく損なわせないと考えられる範囲でのみ認められ

た実務上の便法となっている。 

IFRS 第 15 号を踏まえて作成された新収益認識基準の適用により生じうる影

響は，顧客との契約に基づいた判断と見積もりを求める規定への対応が必要とな

るため，内部統制，情報やデータの収集や蓄積の仕組み，財務報告や経営管理シ

ステム等への多様な分野におよび，財務報告への影響にとどまらないものと考え

られる。このため，新収益認識基準への移行とその後の企業全体の活動において

は，経理以外の広範囲の部署に影響をもたらす可能性があるものと考えられる。 

このような影響の 1 つとして，管理会計への影響も考えられる。本来，財務会

計と管理会計を一致させることは，目的適合性や基準準拠性の観点等からは，求

められてはいない。しかしながら，新収益認識基準の適用実務が収益の認識や測定

の会計処理に与える影響やその他の影響が重要である場合には，財務会計と管理会

計を一致させ，一定の実務的な調整を加える等の工夫も有用であると考えられる。 

なお，本稿は，2018 年 7 月に開催された国際会計研究学会第 9 回東日本部会

において，会計監査実務者の観点から報告した内容を取りまとめたものであり，

文中の意見にわたる部分は筆者の私見である。 

要  旨 
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Ｉ 基準開発の背景と適用時期 

1. 基準開発の経緯 

日本基準の枠組みに従前存在していなかっ

た収益認識に関する包括的な会計基準を作成

することとなった重要なきっかけは，2014 年

に，国際会計基準審議会（IASB）が米国会計

基準（トピック 606）とコンバージェンスした

基準である国際財務報告基準（IFRS）第 15 号

「顧客との契約から生じる収益」（IFRS 第 15

号）を公表したことである。IFRS を利用する

企業が，2018 年 1 月 1 日以後開始する事業年

度において IFRS 第 15 号の適用を開始したこ

とにより，IFRS を利用する企業は，米国会計

基準を利用する企業とほぼ同一のルールに従

って売上高や収益を会計処理し開示すること

になる。このような動きを踏まえ，企業会計基

準委員会（ASBJ）は，IFRS 第 15 号を踏まえ

た収益認識基準の開発に向けた検討を進める

ことは，我が国の会計基準を高品質で国際的に

整合性のあるものとし，投資家の意思決定によ

り有用な財務情報を提供するとともに，会計基

準の体系の整備を図る等の観点から，重要なも

のであると考え，2015 年より基準開発に向け

た検討を着手した(1)。 

その後，ASBJ は，2016 年 2 月に「収益認

識に関する包括的な会計基準の開発について

の意見の募集」（意見募集）ならびに 2017 年 7

月に「収益認識に関する会計基準（案）」（公開

草案）を公表し，IFRS 第 15 号を出発点とし

た包括的な収益認識に係る会計基準を策定す

る方針をとることを確認し，そのうえで，実務

的な配慮が必要であるとのコメントを踏まえ

て適用上の課題への対応を検討した。こうした

プロセスを経て，ASBJ は，2018 年 3 月に，

企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会計

基準」（会計基準）および企業会計基準適用指

針第 30 号「収益認識に関する会計基準の適用

指針」（適用指針）（会計基準と適用指針を併せ

て，新収益認識基準）を公表した。 

 

2. 基準開発着手の必要性 

従前の日本基準に基づく売上高や営業収益

の会計処理の実務は，企業会計基準第 15 号「工

事契約に関する会計基準」（工事会計基準）や

実務対応報告第 17 号「ソフトウェア取引の収

益の会計処理に関する実務上の取扱い」（ソフ

トウェア実務報告）の定めに従う場合以外は，

企業会計原則第二損益計算書原則三 B にある

「売上高は，実現主義の原則に従い，商品等の

販売又は役務の給付によって実現したものに

限る。」とした実現主義の原則に従って検討さ

れていた。この実現主義の考え方による限りに

おいては，各企業の独自の経理方針や税務上の

取扱い等も踏まえた異なる実務が許容されて

おり，同一業種の類似取引においても各企業の

会計処理の実務には多様性が見受けられてい

た。このような各企業の会計処理の実務に基づ

き作成された財務諸表については，一貫した会

計方針が継続的に利用される場合には，会計期

間の間での比較可能性に問題はないものと考

えられる。しかしながら，企業間での比較を試

みたときに，異なる企業双方の具体的な会計方

針が明確にならない場合には，その財務諸表数

値の比較は困難となっていた。また，日本基準

の会計基準の体系や枠組みの観点からは，

IFRS 第 15 号ならびにトピック 606 という新

たな IFRSや米国会計基準の収益認識基準と比

較した場合に，どのような相違が基準間に生じ

ているのかについて明確に説明することが困

難なものと考えられた。このため，国際的な会

計基準の調和等といった観点からも懸念が聞

こえていた。 

こうした問題に対する対処として，ASBJ に
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おいても，包括的な収益認識に関する会計基準

の策定の必要性について審議が開始されるこ

ととなった。 

 

3. 適用時期 

新収益認識基準については，2021 年 4 月 1

日以後開始する連結会計年度および事業年度

の期首から適用することとされている。また，

早期適用として，2018 年 4 月 1 日以後開始す

る連結会計年度および事業年度の期首から適

用することができる。なお，早期適用について

は，追加的に，2018 年 12 月 31 日に終了する

連結会計年度および事業年度から 2019 年 3 月

30 日に終了する連結会計年度および事業年度

までにおける年度末に係る連結財務諸表およ

び個別財務諸表から適用することができるこ

ととしている。通常よりも長い 3 年という準備

期間を適用前に設けられた理由を，ASBJ は，

「収益認識に関する会計処理は日常的な取引

に対して行われるものであり，本会計基準の適

用により従来と収益を認識する時期または額

が大きく異なる場合，企業において経営管理お

よびシステム対応を含む業務プロセスを変更

する必要性が生じる可能性があり，新たな会計

基準または改正された会計基準の公表におけ

る通常の準備期間に比して，より長期の準備期

間を想定して適用時期を定める必要があると

考えられる(2)。」と説明している。損益計算書

のトップラインである収益は，業績を示す重要

な財務数値であり，これに係る新会計基準の適

用準備の対応が，多岐にまた広範囲にわたる可

能性があることを考えるならば，3 年という準

備期間も決して長いものではない。 

 

 

 

 

Ⅱ 新収益認識基準の概要 

1. 基本となる原則の意義と５つの

ステップとの関係 

新収益認識基準を理解する上では，IFRS 第

15 号を踏まえて導入された基本となる原則の

意義(3)とこの基本となる原則を具体的に会計

処理の検討のプロセスに落とし込んだ 5 つの

ステップを理解することがカギとなっている。 

まず，基本となる原則とは，「約束した財又

はサービスの顧客への移転を当該財又はサー

ビスと交換に企業が権利を得ると見込む対価

の額で描写するように，収益を認識することで

ある(4)。」とされている。この基本となる原則

は，IFRS 第 15 号および新収益認識基準に基

づいて収益認識に係る会計処理を検討するた

めに必要となる，収益の認識時期や方法を判断

するための原則（認識原則）と当該収益を算定

するための原則（測定原則）を示したものであ

る。しかしながら，この認識と測定の原則を具

体的な会計処理の検討に適用していくために

は，個々の会計処理や判断のプロセスに落とし

込んでいくことが必要となっており，これを示

したのが５つのステップである。したがって，

５つのステップのそれぞれに定められた規定

に従って会計処理することが，基本となる原則

を踏まえた会計処理をすることにつながるこ

ととなる(5)。 

 

2. ５つのステップ 

以下では，５つのステップのそれぞれについ

て，簡潔に解説する。 

（1）顧客との契約を識別する（ステップ１） 

 企業は，顧客と合意し，かつ，会計基準第

19 項の要件(6)を満たす契約に新収益認識基準

を適用する。このステップで，新収益認識基準

の適用範囲に含まれる顧客との契約(7)につい
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て具体的な契約内容を把握し，ステップ２以降

の会計処理の検討をする。 

（2）契約における履行義務を識別する（ステ

ップ２） 

 企業は，契約において顧客への移転を約束し

た財又はサービスが，会計基準第 34 項の要件(8)

を満たす場合には，別個のものと把握して，当

該約束を履行義務として区分して識別する。新

たに導入された履行義務(9)という概念は，顧客

との契約に基づいて財又はサービスを顧客に

移転する約束を示し，契約に基づいて売上高や

営業収益を計上するときの会計処理の単位を

示している。 

（3）取引価格を算定する（ステップ３） 

 企業は，識別した契約において，約束した財

又はサービスの顧客への移転と交換に企業が

権利を得ると見込んでいる対価の額（すなわ

ち，取引価格）を算定する。対価の額は，固定

である場合も，変動する場合(10)も考えられる。 

（4）契約における履行義務に取引価格を配分

する（ステップ４） 

 企業は，取引価格を，契約において約束した

別個の財又はサービスの独立販売価格の比率

に基づいて，識別した各履行義務へ配分する(11)。 

（5）履行義務を充足した時にまたは充足する

につれて収益を認識する（ステップ５） 

 企業は，識別された別個の財又はサービスを

顧客に移転することにより履行義務を充足し

た時に（または，充足するにつれて）収益を認

識する(12)。 

 

3. 支配の移転 

基本となる原則において示されている約束

した財又はサービスの顧客への移転は，新収益

認識基準において，収益を認識する時期を示す

重要なポイントである。なぜならば，新収益認

識基準においては，企業は約束した財又はサー

ビスを顧客に移転することにより履行義務を

充足した時にまたは充足するにつれて，収益を

認識することとされている(13)。すなわち，収益

の認識時点は，企業が履行義務を充足した時

（または，充足する一定の期間にわたって）と

いうことになる。しかし，その時点がいつなの

かは，顧客と約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転して，その顧客が当該財又はサービ

スの支配を獲得した時点であり，それが，企業

が履行を充足した時点ということとなる。した

がって，新収益認識基準では，企業による商品

等の販売又は役務の給付によって実現したも

のを売上高等として計上する実現主義(14)に基

づく検討とは異なり，企業から見た顧客の支配

の獲得という観点での検討が必要となる。 

 新収益認識基準においては，顧客が約束した

財又はサービスの支配を獲得した時点とは，顧

客が当該財又はサービスの使用を指図し，当該

財又はサービスからの残りの便益のほとんど

すべてを享受する能力を獲得した時点となる。

なお，当該財又はサービスからの残りの便益の

ほとんどすべてを享受する能力には，他の企業

が，当該財又はサービスの使用を指図して，当

該財又はサービスから便益を享受することを

妨げる能力を含むとされている(15)。また，財又

はサービスからの便益とは，売却や交換，保有

等の直接的または間接的に獲得できる潜在的

なキャッシュ・フロー（インフローまたはアウ

トフローの節減）とされている(16)。 

 このような支配の概念を用いる場合，顧客の

支配の獲得の時点を企業からの視点で判断す

る必要がある。また，必ずしも所有権の移転や

物理的な移転を伴わない支配の移転も存在す

ることから，顧客との契約に係る個別の取引の

事実や状況から判断することが求められるこ

とになる。 

たとえば，企業が，自社製品を顧客に販売す
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ることを約束しているが，顧客が契約する流通

センターに一旦納品した後で，顧客の指示に従

った販売店の倉庫までの輸送サービスを提供

することを約束している場合がある。このよう

な取引において，従前の日本の実務では，顧客

が契約する流通センター納品時ではなく，販売

店倉庫まで配送され納品された時に，最終的な

検収があったと考え，その時点で，企業が製品

販売の売上高を全額計上している場合も考え

られる。しかしながら，新収益認識基準におい

ては，まず，上述したのと同一の自社製品の販

売契約について，契約の取り決めによっては，

製品販売だけではなく，流通センター納品後の

配送サービスも提供されていると判定され，２

つの履行義務が識別されることがある。このよ

うな場合には，顧客の流通センター納品時に製

品の支配は顧客に移転しており，その後，販売

店倉庫までの配送サービスを別個のサービス

として提供される状況であると考えられる。こ

のような契約では，自社製品の販売に配分され

る収益は，顧客の流通センターへの納品時に認

識され，その後，配送サービスの提供時に，当

該サービスに配分される収益が認識されるこ

とになる。こうした会計処理が，新収益認識基

準において，必要になるかどうかは，個別の契

約の事実や状況を，個別規定の要件に照らして

判断することとなる。 

 

Ⅲ 新収益認識基準の適用実務に

おける論点 

以下では，新収益認識基準の適用実務におい

て考えられる多様な論点の中から，いくつかの

重要な論点を取り上げ解説する。代替的な取扱

いに係る論点以外については，IFRS 第 15 号

においても同様の論点が，従前の日本基準の実

務との差異として考えられる。 

1. 履行義務の充足による収益の認

識（ステップ５） 

新収益認識基準では，IFRS 第 15 号と同様

に，企業は，約束した財又はサービスを顧客に

移転することによって，履行義務を充足した時

に，または，充足するにつれて，収益を認識す

ることとなる(17)。従前の日本基準では，工事会

計基準やソフトウェア実務報告の適用となる

場合を除いて，どのような場合に，収益を一時

点で認識するか，一定の期間にわたって認識す

るかの判定に係る明確な規定は存在していな

い。新収益認識基準では，契約開始時点に，識

別されたそれぞれの履行義務について，一定の

期間にわたって充足されるものかまたは，一時

点で充足されるものかを判定する(18)。まず，新

収益認識基準では，一定の期間にわたって充足

されるものかどうかを以下の３つの要件への

該当の有無によって判定する(19)。 

（1）企業が顧客との契約にもとづいて履行す

るにつれて，顧客が同時に受け取って消費

すること 

（2）企業が顧客との契約にもとづいて履行す

ることにより，資産が生じるまたは資産の

価値が増加し，当該資産が生じるまたは当

該資産の価値が増加するにつれて，顧客が

当該資産を支配すること 

（3）次の要件のいずれも満たすこと 

 企業が顧客との契約にもとづいて履

行することにより，他の用途に転用す

ることができない資産が生じること 

 企業が顧客との契約にもとづいて履

行を完了した部分について，対価の支

払を受ける強制力のある権利を有し

ていること 

前述した３つの要件のいずれにも該当しな

い場合には，一時点で充足される履行義務とし

て取扱う(20)。 
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従前の日本基準の実務では，製造業におい

て，特定の顧客向けに設計した製品の製造販売

を一定の契約期間にわたって提供する場合に

おいては，通常，製品の引渡単位数もしくは製

造単位数等を基礎に収益認識が行われている

と考えられる。しかしながら，新収益認識基準

では，特定の顧客に対して実質的に同一の製品

の提供が継続して行われていれば，一連の財又

はサービスの提供があるものとして，契約期間

における製品の製造委託サービスを単一の履

行義務として会計処理することが考えられる。

さらに，この単一の履行義務と考えられた製造

委託サービスについて，一定の期間にわたって

充足する履行義務のいずれかの要件が該当す

る場合には，当該契約上の製造委託期間にわた

って収益を認識することとなる。たとえば，顧

客との契約に基づいて，当該顧客向けの特殊な

仕様の製品を提供する場合には，企業は，その

製品を別の用途に転用することができないで

あろう。併せて，契約期間の中途で顧客より解

約された場合には，その時点までに発生した費

用とこれに対応する合理的なマージンを，企業

が対価として収受することが約束されている

ことがある。こうした 2 つの条件がそろった場

合には，上述（３）の要件が満たされ，収益は

契約期間にわたって認識することとなる。 

このように，新収益認識基準の実務において

は，契約対象の形態（商製品かサービスか工事

契約か）等によらない規定の要件に基づいた判

断により収益の認識時期が決定されることと

なり，従前の日本基準の実務とは異なる重要な

判断が必要となる場合がある。 

 

2. 履行義務の充足に係る進捗度 

（ステップ５） 

新収益認識基準では，IFRS 第 15 号と同様

に，企業は，一定の期間にわたり充足される履

行義務について，履行義務の充足に係る進捗度

を見積もり，当該進捗度に基づき収益を一定の

期間にわたり認識する(21)。また，企業は，一定

の期間にわたり充足される履行義務について，

履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積

もることができる場合に，原則として，収益を

認識する(22)。ただし，履行義務の充足に係る進

捗度を合理的に見積もることができない一方，

当該履行義務を充足する際に発生する費用を

回収することが見込まれる場合には，企業は，

履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積

もることができる時まで，一定の期間にわたり

充足される履行義務について回収することが

見込まれる発生済みの費用の金額で収益を認

識する（原価回収基準(23)）(24)。他方で，従前

の日本基準においては，工事会計基準では，「工

事契約に関して，工事の進行途上においても，

その進捗部分について成果の確実性が認めら

れる場合には工事進行基準を適用し，この要件

を満たさない場合には工事完成基準を適用す

る(25)。」とされている。工事会計基準では，進

捗度を合理的に見積もることができない場合

には，工事完成基準の適用を要求しており，原

価回収基準の概念はない。IFRS 第 15 号を踏

襲した取扱いを日本の実務に導入した場合に，

工事請負契約等に係る実務に重要な影響を与え

る可能性が考えられたため，代替的な取扱い(26)

が設けられている。 

 

3. 本人と代理人の区分（ステップ２） 

新収益認識基準においては，IFRS 第 15 号

と同様に，顧客との契約に含まれる特定の財又

はサービス（もしくは，特定の財又はサービス

の束）(27)について，顧客との約束の性質に基づ

き企業が本人もしくは代理人に該当するのか

を判定する。その判定の結果に基づいて，収益

を対価の総額もしくは，他の当事者が提供する
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財又はサービスと交換に受け取る額から当該

他の当事者に支払う額を控除した純額で認識

し表示すべきかを決定する(28)。ここで，顧客と

の約束を特定の財又はサービスを企業が自ら

提供することが履行義務であると判定する場

合には，企業は本人である(29)。他方で，顧客と

の約束を，特定の財又はサービスを他の当事者

によって提供されるように企業が手配するこ

とが履行義務であると判定する場合には，企業

は代理人である(30)。なお，本人と代理人との定

義に基づいた判定は，概念的で，実務上困難な

場合もある。このため，企業が，特定の財又は

サービスを提供する前に支配をしているかど

うかを判定するときに参照する３つの指標が，

以下のとおり，例示として提供されている(31)。 

（1）企業が当該財又はサービスを提供すると

いう約束の履行に対して主たる責任を有

していること。 

（2）当該財又はサービスが顧客に提供される

前，あるいは当該財又はサービスに対する

支配が顧客に移転した後において，企業が

在庫リスクを有していること。 

（3）当該財又はサービスの価格の設定におい

て企業が裁量権を有していること。 

 たとえば，インターネット上でのサービス提

供取引等においては，在庫の物理的な移転やこ

れに伴う責任の移転等が介在しないため，（2）

における在庫のリスクに係る検討が必要とさ

れない場合もある。このため，例示として提供

された特定の指標のみに着眼して結論付ける

ことなく，本人と代理人の定義への該当を基礎

に，例示された指標にとらわれずに他の契約上

重要な要素等も併せて総合的に検討すること

が必要である。 

従前の日本基準においては，ソフトウェア実

務報告において，「一連の営業過程における仕

入および販売に関して通常負担すべきさまざ

まなリスク（瑕疵担保，在庫リスクや信用リス

ク等）を負っていない場合には，収益の総額表

示は適切でない(32)。」とする規定が示され，ソ

フトウェア取引以外において，この規定の考え

方が参照される場合もある。また，このような

特段の定めのないソフトウェア以外の取引に

ついては，損益計算書上で，取引規模や取引量

を示す数値をトップラインに表示する意図か

ら，総額表示が利用される場合も多く見受けら

れていた。このため，新収益認識基準の新たな

考え方に基づいた検討の結果，これまで売上高

を総額で表示していた取引について，純額での

表示に変更しなくてはならない場合も考えら

れる。また，その逆の場合も考えられる。たと

えば，契約上固定手数料が定められている場合

でも，値引き他の取り決めにより総額表示が適

切な場合も考えられる。 

 

4. 代替的な取扱い 

新収益認識基準の規定には，IFRS 第 15 号

と同様に，上述した３つの実務上の論点以外に

も，企業が重要な判断や見積もりを要求される

場合が多く含まれる。しかしながら，対象とな

る取引が，質的量的に重要性がない場合には，

このような重要な判断や見積もりによる規定

を適用した場合と適用しなかった場合とで，会

計数値において重要な差異が生じない場合も

考えられる。また，そのような場合には，財務

諸表の有用性を高めるという便益に比べて，重

要な判断や見積もりに要する企業の負担が大

きいということも考えられる。更に，従前の日

本基準に基づいて蓄積された実務を配慮した

便宜的な対応を含めることへの要望を，ASBJ

は，意見募集や公開草案のフィードバックとし

て受けていた。こうしたことを踏まえ，ASBJ

は，従前の日本基準における実務等に配慮し，

財務諸表間の比較可能性を大きく損なわせな
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い範囲で，IFRS 第 15 号における取扱いとは

別に，11 の個別項目に対する代替的な取扱い

を定めている。ASBJ は，「個々の項目の要件

に照らして適用の可否を判定することとなる

が，企業による過度の負担を回避するため，金

額的な影響を集計して重要性の有無を判定す

る要件は設けていない。(33)」としている。この

ため，企業は，個々の事実や状況に基づき，代

替的な取扱いの適用の可否を判断することが

要求されている。 

この代替的な取扱いについては，財務諸表間

の比較可能性を大きく損なわせない範囲での

導入を ASBJ では決定したが，この代替的な取

扱いを導入することは，定量的・定性的な重要

性も考慮した実務上の便宜を図り，IFRS 第 15

号の定めと異なる方法を容認していることに

つながる。このため，同一取引に，IFRS 第 15

号を適用した結果と，代替的な取扱いを適用し

た結果とは，異なるおそれがあり，実務適用上

で基準間の差異として把握される可能性があ

る。 

 

Ⅳ 企業実務への多面的な影響 

新収益認識基準は，IFRS 第 15 号と同様に，

企業の日常的に継続される取引に係る会計処

理に影響を与える。このため，新収益認識基準

を導入する際の企業の実務への影響は，既に基

準の発効日を経過している IFRS 第 15 号と同

様に，会計・財務報告にとどまらず，社内の手

続や内部統制，データや情報の収集や蓄積，経

営管理や監督，これらにとどまらない企業経営

全般に影響を与えるものと考えられる。IFRS

第 15 号の移行時に把握されている影響を踏ま

えて，以下で新収益認識基準の導入に伴う影響

として考えられる重要な事項を解説する。 

 

1. 会計・財務報告への影響 

新収益認識基準への移行に伴って，新たな会

計処理を採用することにより，財務報告数値が

影響を受けることが考えられる。また，新たな

概念や規定が導入されることによって，会計方

針や社内の経理規定の変更が必要となる。更

に，財務報告数値や会計方針等の変更により，

投資家への説明等についても対応をすること

も必要となる。 

 

2. 手続・内部統制への影響 

新収益認識基準の適用によって，企業は，顧

客との契約に基づく判断や見積もりが求めら

れる。この結果，これまで，経理部署が直接的

に関与していなかった契約内容の確認を対応

できるのかという実務的な対応の論点が出て

くる。これには，社内の他の関係部署の支援を

どのように受けられるのかといった協力体制

が基礎となる。また，連結財務諸表の作成に係

るグループ内の経理報告体制や内部統制，リス

ク管理体制の整備と運用の確認等が必要とな

り，広範囲の部署の対応が必要となる。さらに，

新たな会計方針や社内の規定，内部管理体制等

に変更する場合に，管理会計をどのような体

制・方針で作成・報告するかについても検討が

必要となる。この点に関する考察を，「Ⅴ 財務

会計と管理会計の観点からの実務上の課題」に

おいて補足したい。 

 

3. データ・情報への影響 

新収益認識基準の適用により，企業は，これ

まで会計基準への適用の観点において，あまり

重視していなかった顧客との契約内容の詳細

についても，ステップ１からステップ５に含ま

れる個別の規定の判断や見積もりを行うため

に，把握し分析することが必要となる。したが

って，この把握と分析のために必要な情報やデ
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ータを収集し蓄積する仕組みが必要となる。ま

た，これらの情報やデータは，収益の認識とい

う損益計算書のトップラインに影響を与える重

要なものであるため，こうした情報やデータの

集積と分析を監督する仕組みは不可欠となる。 

 

4. 管理・監督システムへの影響 

新収益認識基準の適用によって，上述した財

務報告に係る内部統制や情報・データの把握，

収集，蓄積，分析等が必要となるため，既存の

財務報告や経営管理システムについて，修正を

加える必要はないのか，新たなシステムの導入

の必要はないのかといった影響の評価が必要

となる。特に，個々の顧客との契約や取引を管

理するシステムについては，新収益認識基準の

適用に必要な情報を提供することができるの

かどうかについて早期の検討が必要となる。 

 

5. 企業経営全般への影響 

新収益認識基準の適用は，損益計算書のトッ

プラインである売上高や営業収益に影響を与

えることから，企業のトップが常にモニタリン

グしている経営指標，中長期事業計画等にも影

響を与える可能性がある。また，顧客との契約

内容について，当事者間で慣行上認識している

取引実態と契約書の文言が異なるような場合

には，契約条件等について見直すことが求めら

れることも考えられる。そのほか，財務報告数

値への影響の程度によっては，財務戦略，税務

戦略，M&A 戦略等についての企業の重要な戦

略的目的，方針や実行のタイミングについて見

直しが必要となることも考えられる。更に，売

上高や営業収益等を，従業員や役員の業績報酬

等の評価の基礎に含めている場合には，財務報

告数値への影響の程度によって，評価指標や測

定方法等の見直しが必要となることも考えら

れる。 

 

Ⅴ 財務会計と管理会計の観点か

らの実務上の課題 

新収益認識基準の導入と適用は，従前の日本

基準の実務に，会計面にとどまらない多様な側

面で影響を与え，変化をもたらす可能性がある

ものと考えられる。たとえば，従前の日本基準

を基礎とした管理会計（管理会計目的の情報

（管理会計数値））を利用している企業におい

て，新収益認識基準を基礎とした財務会計（財

務報告目的の情報（財務報告数値））と一致し

たものに移行し，財務会計と管理会計の一致を

図るべきか否かについても，様々な観点から検

討することが必要であると考えられる。 

本来，目的適合性や基準準拠性の観点等から

は，財務会計と管理会計を一致させることは，

必ずしも求められていない。異なる目的で利用

される管理会計情報について，財務会計情報と

一致させることは，企業内において適時に有用

な情報を提供することにつながらない場合も

あるであろう。たとえば，管理会計情報の利用

頻度や対象の範囲が異なれば，必要な情報の範

囲や内容なども財務会計情報とは異なりうる

ため，会計上の取扱いも異なる方法によること

がより望ましいとされる場合もあるであろう。 

しかしながら，財務会計と管理会計とについ

て，異なる会計基準に基づいた情報を基礎とし

た場合に，企業経営管理を効率的に効果的に実

施できるのかという問題が考えられる。特に，

収益という対内的にも対外的にも重要な財務

数値について，目的別に異なる情報を利用する

ことが適切で有用な情報提供を企業内ででき

るのかという懸念もあるだろう。 

したがって，実務上，財務会計と管理会計と

を一致させていくべきかどうかについては，新

収益認識基準への移行による収益の認識・測定

に係る実務への影響が重要なのかどうか，管理
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会計特有の方法として従前の収益認識の取扱

いを維持することで有用な情報提供を行うこ

とが今後もできるのか，それとも財務と管理の

取り扱いを同時に移行することの負荷を伴っ

ても新収益認識基準に基づく管理会計情報が

有用な情報提供に繋がるのかどうか等を検討

したうえでの判断が必要なものと考えられる。 

特に，売上高や営業収益等という財務諸表上

の重要な数値の管理に係るという観点からは，

新収益認識基準適用による財務会計への影響

が重要で広範囲にわたる場合には，原則とし

て，財務会計情報に基づいて管理会計情報を準

備すること（財務会計と管理会計を一致させ

る）が望ましいだろう。他方で，その場合にも，

管理会計目的の情報の作成・報告方法や頻度，

目的適合性，適時性，実務上の便宜等を考慮し

て，財務会計目的の情報に一定の調整を加えた

情報を用いて，管理会計を実施するという実務

的な対応も考えられる。 

 
 
注 
（1）ASBJ は，平成 27 年 3 月に開催された第 308

回企業会計基準委員会において，IFRS 第 15 号

を踏まえた我が国における収益認識に関する包

括的な会計基準の開発に向けた検討に着手する

ことを決定した。 
（2）会計基準第 157 項 
（3）IFRS 第 15 号第 2 項では，新収益認識基準で

基本となる原則として規定しているものを the 
core principle として，’the core principle of 
this Standard is that an entity shall recognise 
revenue to depict the transfer of promised 
goods or services to customers in an amount 
that reflects the consideration to which the 
entity expects to be entitled in exchange for 
those goods or services’と説明している。ASBJ
でも，IFRS 第 15 号と同様に，顧客との契約か

ら生じる収益及びキャッシュ・フローの性質，

金額，時期及び不確実性に関する有用な情報を

財務諸表利用者に報告するために，基本となる

原則を示した（会計基準第 115 項）。 
（4）会計基準第 16 項 
（5）会計基準第 17 項 
 

 

（6）会計基準第 19 項では，新収益認識基準を適用

するにあたっては，次の(ⅰ)から(ⅴ)の要件のす

べてを満たす顧客との契約を識別するものとし

ている。このため，新収益認識基準を適用する

限りにおいて，いずれか 1 つでも要件を充足し

ない場合には，会計基準第 25 項の例外に該当

する場合を除き，収益認識することは認められ

ていないこととなる。 
(ⅰ) 当事者が，書面，口頭，取引慣行等により契

約を承認し，それぞれの義務の履行を約束し

ていること 
(ⅱ) 移転される財又はサービスに関する各当事

者の権利を識別できること 
(ⅲ) 移転される財又はサービスの支払条件を識

別できること 
(ⅳ) 契約に経済的実質があること（すなわち，契

約の結果として，企業の将来キャッシュ・フ

ローのリスク，時期又は金額が変動すると見

込まれること） 
(ⅴ) 顧客に移転する財又はサービスと交換に企

業が権利を得ることとなる対価を回収する

可能性が高いこと。なお，当該対価を回収す

る可能性の評価にあたっては，対価の支払期

限到来時における顧客が支払う意思と能力

を考慮する 
（7）新収益認識基準の定めは，原則として，顧客と

の個々の契約を対象として適用することとされ

ている（会計基準第 18 項） 
（8）会計基準第 34 項では，顧客に約束した財又は

サービスは，次の(ⅰ)及び(ⅱ)の要件のいずれも

満たす場合には，別個のものとして，識別して

把握することを定めている。 
(ⅰ) 当該財又はサービスから単独で顧客が便益

を享受することができること，あるいは，当

該財又はサービスと顧客が容易に利用でき

る他の資源を組み合わせて顧客が便益を享

受することができること（すなわち，当該財

又はサービスが別個のものとなる可能性が

あること） 
(ⅱ) 当該財又はサービスを顧客に移転する約束

が，契約に含まれる他の約束と区分して識別

できること（すなわち，当該財又はサービス

を顧客に移転する約束が契約の観点におい

て別個のものとなること） 
（9）新収益認識基準では，履行義務を「履行義務」

とは，顧客との契約において，次の(ⅰ)又は(ⅱ)
のいずれかを顧客に移転する約束をいうものと

定義している（会計基準第７項）。 
(ⅰ) 別個の財又はサービス（あるいは別個の財又

はサービスの束） 
(ⅱ) 一連の別個の財又はサービス（特性が実質的

に同じであり，顧客への移転のパターンが同
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じである複数の財又はサービス） 
（10）新収益認識基準では，会計基準第 50 項にお

いて，顧客と約束した対価のうち変動する可能

性のある部分を「変動対価」と定義している。

また，契約において，顧客と約束した対価にこ

の変動対価が含まれる場合には，財又はサービ

スの顧客への移転と交換に企業が権利を得るこ

ととなる対価の額を見積るものとしている。 
（11）新収益認識基準においては，原則として，そ

れぞれの履行義務（あるいは別個の財又はサー

ビス）に対する取引価格の配分は，財又はサー

ビスの顧客への移転と交換に企業が権利を得る

と見込む対価の額を描写するように行うものと

している（会計基準第 66 項）。このような描写

を行うために，財又はサービスの独立販売価格

の比率に基づき，契約において識別したそれぞ

れの履行義務に取引価格を配分するものとして

いる（会計基準第 67 項）。なお，会計基準第 9
項において，独立販売価格とは，財又はサービ

スを独立して企業が顧客に販売する場合の価格

をいうものと定義している。 
（12）会計基準第 35 項 
（13）会計基準第 35 項 
（14）企業会計原則第二 三 B 
（15）会計基準第 37 項 
（16）会計基準第 133 項においては，資産からの便

益を獲得する方法として，（1）財の製造又はサ

ービスの提供のための資産の使用，（2）他の資

産の価値を増大させるための資産の使用，（3）
負債の決済又は費用の低減のための資産の使

用，（4）資産の売却又は交換，（5）借入金の担

保とするための資産の差入れ，（6）資産の保有

を例示している。 
（17）会計基準第 35 項 
（18）会計基準第 36 項 
（19）会計基準第 38 項 
（20）新収益認識基準では，会計基準第 38 項に示

されたいずれの要件にも該当しない場合には，

履行義務が一定の期間にわたり充足されるもの

ではなく，一時点で充足される履行義務として，

資産に対する支配を顧客に移転することにより

当該履行義務が充足される時に収益が認識され

ることとしている（会計基準第 39 項）。 
（21）会計基準第 41 項 
（22）会計基準第 44 項 
（23）会計基準第 15 項において，原価回収基準を，

履行義務を充足する際に発生する費用のうち，

回収することが見込まれる費用の金額で収益を

認識する方法と定義している。 
（24）会計基準第 45 項 
（25）工事会計基準第 9 項 
（26）適用指針第 99 項では，代替的な取扱いとし
 

 

て，会計基準第 45 項の定めにかかわらず，一

定の期間にわたり充足される履行義務につい

て，契約の初期段階において，履行義務の充足

に係る進捗度を合理的に見積ることができない

場合には，当該契約の初期段階に収益を認識せ

ず，当該進捗度を合理的に見積ることができる

時から収益を認識することができることを認め

ている。 
（27）特定の財又はサービスとは，顧客に提供する

別個の財又はサービスあるいは，別個の財又は

サービスの束を意味する。適用指針では，この

特定の財又はサービス（もしくは，特定の財又

はサービスの束）のそれぞれについて，本人と

代理人との区分の判定を行うことを要求してい

る（適用指針第 41 項）。 
（28）適用指針第 39 項，第 40 項および第 135 項 
（29）適用指針第 39 項 
（30）適用指針第 40 項 
（31）適用指針第 47 項 
（32）ソフトウェア実務報告 4 ソフトウェア取引の

収益の総額表示についての会計上の考え方 
（33）適用指針第 164 項 
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